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１はじめに
ハーヴァード大学ロースクールのアルフレッド・デュポン・チャンドラー
教授（ProfA1fredD,Chandler,Ｊｒ.）は，デュポンのオーナー一族の一人
であり，アメリカ経営史の泰斗であり，その名著``S#γαtegyα"ｄＳ#γ"c/"‐
（１）
”＿Cﾉ､Pte病／〃ノハｅＨ′s/o)'ｙＱ／/ｈｅ’'@."s'γ/αノＥ"temγｉｓc'′の中で，
｢経営組織は戦略に従う」という命題が実証的に展開されていることは，つと
（２）
Iこ有名である。しかし今や，その企業の経営戦略（corporatestrategy）も
法（legalstrategy)によって規制するという企業環境が形成されつつある。
私は，今や法を企業経営（businessmanagement，businessadministra‐
tion）という側面から承ると，“法は経営戦略のためにあり”といっても過言
ではない，と解している。とくに，1973年の石油ショック（oilcrisis）以来
２の内外における企業をめぐる環境の急変すなわち国際的，経済的，社会的，
法律的環境の急激な変化を直視するとき，さらに，1980年代に入り本格的な
国際化社会を迎えたわが国の経済界・産業界における日米および日欧間の貿
易摩擦や技術摩擦の法的紛争が法律違反という型で法的危険（1egalrisk）
が急激に顕在化してきた。
国内においても企業をめぐる経済的，法律的環境の急変で潜在化していた
法的危険が大きく顕在化し，さらに企業活動の拡大発展に伴い法的危険がグ
ローバル化し，その内容が複雑化しかつ高度に技術化しつつある今日，今後
予想される法的危険の拡大に備え，‘`法は経営戦略に従う'’６のであられば
（８）
ならないとも解している。このように解してこそ，初めて企業経営における
法の経営戦略的機能が完全に発揮されるものであるといえよう。この“法は
経営戦略のためにあり”という私の命題を具体的に実践化するのが戦略法務
（Ｑ
機能を果すいわゆる完全なる会社法規部といえる。
しかるに，現実にこの戦略法務機能を発揮している会社法規部は僅少であ
（５）
るといえる。沿革的にみた場合，アメリカの企業においても，その初期つま
り後述するように会社法規部形成発展過程の第一期には，戦略法務機能は承
られなかったところである。
本稿では，日米企業における会社法規部形成発展過程の変遷を三期に分け
て比較考察しながら会社法規部の主たる機能が紛争処理（治療法務）機能か
ら予防法務機能さらに戦略法務機能へと発展する背景等を会社法規部の組織
の変遷を通して考察し，あるべき会社法規部の機能についての若干の私見を
（６）
論述-するものである。
(1)A1fredD,Chandler,Ｊｒ；Ｓ"αfegya"‘Ｓｵﾌwc′”e-CﾉhaPrcハイ〃オルｅ厩一
sroぴげＺｈｅ”`郷s〃iαノＥ"t〃がise,ｂｙＴｈｅＭ．Ｉ．Ｔ．Press（1962)。北野
利信編『経営学説入門』121頁有斐閣（1977年)。
(2)土屋守章『企業と戦略一事業展開の論理』２頁以下リクルート出版（1984年)。
同『ハーバード・ビジネス・スクールにて』121頁中央公論社（1974年)。チャソ
ドラー，三菱経済研究所訳『経営戦略と組織一米国企業の事業部制成立史』１７頁
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以下実業之日本社（1967年)。大矢息生『現代の経営法学』１８頁以下成文堂(1988
年)。同「完全なる会社法規部」国士舘法学研究叢書（第１巻）法と社会(上）７
頁以下所収国士舘大学法学部（1988年)。
(3)大矢『現代の経営法学』はしがき１頁以下。
(4)大矢「完全なる会社法規部」１８頁。
(5)それは，主として昭和63年３月前後にわが国トップ企業（鹿島建設，味の素，
武田薬品，藤沢薬品，三菱電機，松下電器，日本ＩＢＭ，トヨタ自動車，三井物
産，三菱商事，野村証券）の法規部の実態調査にも現われている（大矢息生他
『会社法務部の研究』（近刊)。同「わが国11大企業にふられる会社法規部の機
能」季刊経営と法律68号（近刊)。
(6)“Ａ〃ezucoγPCγαねPozｲﾉ〃ﾉto"ｓｅＪＴﾉｶｃ化g[zノＤ巴P””e"'，；BusinessWeek・
Ａｐｒｉｌ９;pp66-68(1984)。
２会社法規部の組織
（１）企業の形成と法規部署
およそ企業経営は，企業の形成に始まり，企業の解体で終了する。法人形
態であると個人形態であるとを問わず，企業が成立すると商人資格を取得し，
企業組織に関する面および企業取引に関する面で，商人（merchant，Kauf‐
（１）
man､；commercant）としての特有の法規制を受ける。すなわち，企業組織
に関する特有な商法上の法規制としては，商業制度，商業使用人制度，代理
商制度等がある。会社制度も商法上の商人特有の制度である。企業取引に関
する特有な法規制として，代理制度，契約申込承等の効力，多数当事者の債
務，報酬請求権，法定利息請求権等はその一例であり，企業経営は，企業経
営のスタートから法規制を受け，これに対応する法律事務を取扱うという意
味では法規部署が存することはいうまでもない。
の糸たらず，企業成立の前段階における起業への過程においても商法等の
法規制を受けている。すなわち株式会社の設立に当り，たとえば発起設立に
おける法人化への実体形成過程における発起人組合契約，定款の作成，株式
発行事項の決定，株式の引受，出資の履行，取締役の監査役の選任および設
立経過の調査等ならびに法人格形成（付与）行為の設立登記など，いわゆる
４``会社の胎児”時代においても法規部署的存在が事実上存在していること(よ
否定できない。しかし，このような企業の法律事務処理担当一会社の法規部
署または法規部的な存在は本稿で主題としているあるぺき完全なる会社法規
部とは本質的に異質なものであるといえる。
私がかねてよりその存在を提唱している会社法規部とは，いわゆる近代企
業（moderncorporation）における会社法規部署をいうのである。この会社
法規部（legaldepartment,lawdepartment,generalcounsel）とは，特定
企業に必要とするあらゆる会社法務としての法律事務（1egalwork）を一元
的，統一的，集中的（concentrated)，予防法務的（preventivelaw）かつ戦
略法務的（legalstrategic）に処理するための法律専門家(legalspecialists）
の補助またはサービス部署（auxiliaryorservicedivision）である，と解
している。
このように，会社法規部を定義づけると，会社法務を法的紛争の後始末で
はなく，法的危険の回避（avoidancelegaldanger,1egalriSk）一法的危険
発生の要因（法的要素Iegalfactor）を予見（foresight）し，回避（avoidan‐
（２）
Ce）すること－を指導理念とする経営法学(businesslaw,lawofbusiness
administration，scienceofbusinesslaw，scienceoflawconcerning
businessadministration，managementｌａｗ；UnternehmansuntBetriebs‐
recht；droitdesaffaires）の理念からあるべき会社法規部の条件としてつ
ぎの事項をあげることができる。特定企業の会社法規部がこれらの条件を完
備している場合，完全なる会社法規部と呼ぶことができよう。
第一に，会社法務としての法律事務を，一元的・統一的・集中的に処理す
る部署であること。
第二に，法律事務や法的危険を予防法務的にかつ戦略法務的に処理するリ
ーガルリスク・マネジメント（1egalriskmanagement）の部署であること。
第三に，法律専門のサービス部署であること。
第四に，法律専門家の集団である。
完全なる会社法規部を右のように定義するとき，会社法規部形成発展過程
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の第一期において（原則として創立時点において）右にいうリーガルリスク・
マネジメントが実行できる完全な型における会社法規部署は存在していなか
ったといえるであろう。
（２）会社法規部の各種形態
１会社法規部不存在の企業における会社法務会社法規部の理想は，
会社法務としての法律事務をリーガルリスク・マネジメント（legalrisk
management）の見地から完全に機能させるものであり，これを私は「完全
(2)の２
なる会社法規部」と称してきた。その条件についての詳説Iま後述するところ
である。特定企業の会社法務としての法律事務は，原則として会社法規部が
設置されていない企業と会社法規部が存在している場合とでは，その処理方
法を異にしている。また，会社法規部が設置されている場合であっても，そ
の会社法規部署の存在形態は多様であり，その形態によって法規部の法律事
務の処理方法を異にしていると言えよう。
従来より，わが国において会社法規部の存在しない企業，ことに中小企業
における法'律事務の処理は，いわゆる紛争処理（治療法務）的にかつ裁判法
学的に，つまり法的危険が発生したとぎ，その事故が発生したそれぞれの部
署（division）の担当者（または担当責任者）が，その後始末的に事故処理
をしてきた。たとえば，社団法人商事法務研究会が創刊10周年記念の一環と
（８）
して実施された「企業内法律業務に関する実態調査」に，現われてし､るよう
に法律事務や法的紛争処理はそれぞれの関連部署で多元的，不統一的に，分
散的かつ紛争処理的に処理してきたのである。
たとえば，株式事務，株主管理，株主総会は，主として総務課，その次に
庶務課，株式課や文書課などが事務処理を分担していた。債務管理は原則と
して営業部，販売部が担当し，それが不良債権化して焦付いた時には審査部，
経理課や管理課が残務処理をし，どうにもならないと判断した時には社外の
弁護士に依頼して訴訟に持ち込んで処理してきた。また，従業員の不正行為
の処理については人事課，労務課，社員教育については教育課とか人事課，
６労働組合対策lま労務課で処理する。特許や商標関係の管理や紛争については
総務課，特許課，企画課あるいは研究所，会社の合併や業務提携などは企画
室などで，それぞれの権限の範囲で非科学的な治療法学的な考え方で処理ざ
（４）
れてきた。
このように，企業の法律事務を分散して処理すると，各部署ごとの意思の
疎通の円滑化が図られず，非科学的，非合理的であるといえよう。このよう
な法律事務処理方法では，いくら有能な弁護士でも，紛争処理的な処理では
結果的には時間と費用の経済的損失を生むばかりである。
右の「企業法律業務に関する実態調査」の集計報告は，その最後の「八，
法規課．文書課の事務の分担状況」という一節の中で次のように報告されて
(4)の２
いる。
「今回の調査により，日本の企業における法律事務の処理は，おおむね，総
務課，庶務課，文書課等の名称を付した部署において処理されている実情が
明らかにされ，アメリカ流のいわゆるリーガルセクションに当る専門的な部
署を有する例は，1063社中，わずかに下掲の15社のみである……」と報告し，
その15社とは，大商証券，帝人（開発部法規課)，八欧電機，新潟鉄工（監査
部法規課)，中部電力，ゼネラル物産，近畿電気工事，日本ビルディングサー
ビス，コクヨ，松尾鉱業，三菱重工業，日本石油，アラビヤ石油，エヅソス
タンダード石油とシェル石油である。
同報告は，「しかし文書課あるいは総務課等の名称にかかわらず法務専門
の部門と同質の守備範囲を分掌するものが少なくない……」と，報告されて
いる。同調査は，前述のように昭和40年に実施されたものであるが，当時は
後掲く表’〉に示しているようにわが国における第一期法規部時代の初期頃
に当り，三井物産のように1943年に法規部を設置したというケースは例外と
して，一般にはこの時期に法規部形成の萌芽時代といえる。当時これらの組
織は単純な形式がとられ，その機能もその多くが治療法務を中心とするサー
ビス・スタッフ型法規部であったといえるであろう。
２会社法規部の各種形態では，会社法規部を有する企業では，この
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ような損失が回避できるか，と言えば必ずしもそうではない。すなわち，会
社法規部が設置されている，という企業の場合であっても，その法規部の存
在形式と運用如何によっては損失の回避を図ろ科学的，合理的（科学的合理
主義）な法規部署は期待できないであろう。
会社法規部の存在形態類型は，多角的に分類できる。
第一に，機能的分類であって，サービス・スタッフ型（servicestaffdi‐
vision)，スペシャリス卜型（specialistdivision）と，ゼネラル・スタッ
フ型(generalstaffdivision）に類型化することができる（この３種の類型
についての機能については「３完全なる会社法規部の組織」で詳説する)。
第二に，集中型か分散型か（あるいはプロジェクト参加型）という分類で，特
定企業法律事務を法規部で集中的に統一的に処理する集中型法規部かそれと
も法律事務たとえば特許関係の法律事務を法規部から除外して特許部または
研究所その他の部署で処理する分散型法規部か，という分類である。後述す
るように法律事務の一元化および戦略法務処理機能を発揮するためには前者
が優れているといえる。〈表５〉は前者であり，〈表６＞は後者の典型である。
第三に，文科型か理科型という分類方法である。文書部，総務部庶務課等
広義の文書部署部門が発展的に解消して設置された文科型法規部のほかに，
特許部が分割しその一部が法規部として独立または発展的に解消をした理科
型法規部もある。たとえば帝人が昭和40年７月に開発総務部に法規課を新設
した（｢日経」４０年７月26日付朝刊)。開発の時点で法的危険のチェックを行う
趣旨だと伝えられている。他方，〈表16〉は文科型の典型である。さらに折
衷型もある。
第四に，文書型か法務型かという分類方法である。法規部の中で特に法務
を中心とするものは法務型法規部であり，文書部の庶務の所轄事項に重点が
おかれているものは文書型といえよう。〈表13〉は文書型と法務型の混同型
といえよう。
第五に，人的組織構成による分類である。会社法規部の人的構成を社内弁
護士（housecounseLcorporatelawyer,corporateattorney）を中心とす
８る純法律法規部と，企業ジュリストとし､う準法律家（1awspecialist）を中
心に構成し必要に応じて社外弁護士（outsidecounsel）の助言，協力を得る
準法律家型法規部か，と言う分類方法である。
第六に，治療法務型か，予防法務型あるいは戦略法務型かという分類方法
がある。主として紛争の後始末的処理機能を中心とする紛争処理型法規部は
サービス・スタッフ型であり，リーガルリスク・マネジメントは不可能であ
ろう。主として会社法務を，経営と法律を一体化して予防法務を遂行する予
防法務型法規部はリーガルリスク・マネジメントを実行することが可能とな
る。“法は経営戦略に従う，，という基本理念を志向する戦略法務型法規部は
完全なる会社法規部を目指すものといえる。
（３）アメリカの企業にみる会社法規部の形成発展過程
１日米企業に承る法規部の形成発展過程の分析日米企業にみる会社法
（５）
規部の形成発展過程Iよく表１＞に示すように三期に分けることができる。第
一期法規部時代の法規部は，サービス・スタッフ型法規部であり会社法務は
〈表１〉日米企業における会社法規部形成発展過程
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紛争処理が中心であったとふられる。第二期法規部時代の法規部はスペシャ
リスト型法規部であり，会社法務は主として予防法務が中心となる。第三期
法規部時代の法規部はゼネラル・スタッフ型法規部であり，会社法務は主と
して戦略法務を志向している傾向がz入られる。わが国の会社法規部は，アメ
リカのそれより約100年遅れてその萠芽を承ることが出来る。それ(土第二次
大戦後，1960年の池田内閣による所得倍増政策の発表と機を－にしている。
２サービス・スタッフ型，スペシャリスト型とゼネラル・スタッフ型に
よる分類会社法規部を機能的に分類したのがサービス・スタッフ型，ス
ペシャリスト型およびゼネラル・スタッフ型である。日米企業における会社
法規部の形成発展過程を承ると，原則的にサービス・スタッフ型法規部から
スタートし，スペシャリスト型法規部に発展し，ゼネラル・スタッフ型に脱
皮している。また，サービス・スタッフ型からスペシャリスト型に発展し，
（６）その段階で組織力:留まっているケースも存在する。日米企業lこおける会社法
規部の形成発展過程にみる右の三つの形態は，企業経営の意思決定(decision
making）にあたりく表２〉に示すように企業経営上の経営判断と法律判断
の係わりあい，つまり経営と法律との関係であるといえよう。
すなわち，サービス・スタッフ型法規部は企業経営の意思決定に当り（bu‐
sinessplanning)，経営判断（businessjudgement）に重点をおき，商的危
険（commercialrisk）を重視する会社法規部をいう。前述の紛争処理型法
規部と符合すると解せる。スペシャリスト型法規部は，企業経営の意思決定
に当り，商的危険と法的危険の両方を重視する法規部である。前述の予防法
務型法規部と符合すると解することができる。ゼネラル・スタッフ型法規部
は，企業経営の意思決定に当り，経営判断より法律判断を優先させるもので
あり，将来発生する恐れのある法的危険を予言するものである。ゼネラル・
スタッフ型法規部は戦略法務型法規部と符合するといえよう。アレソ。，．
（７）チョーカ氏は，講演「社内弁護士の役害!」の中で，“社内弁護士の第６の役
割は予言者であります，，と述べている。社内弁護士を人的組織としている企
業が極めて僅少なわが国の法規部においては“法規部員はよき予言者たれ，，
1０
<表２＞法規部における経営と法律の係わりあい
僅榿『と法律の係わり斑監規用』の分轄
iｕｌ経営
佳堂
窪i堂『と法律のl可６
fZ旨舎仁椙
法律（法的危険
といえるであろう。法的危険を予言（予測）したうえで意思決定を行うのが，
ゼネラル・スタッフ型法規部といえよう。
３アメリカの企業にふる会社法規部の形成発展過程アメリカにおけ
（８）
る企業経営の歴史は植民地時代に貿易商社を中,、に端を発している。アメリ
(8)の２
力経営史にみる会社法規部の位置づけについてはBUに譲る。ところで1776年
にイギリスから独立したアメリカの最初の近代的工場が1813年にローウェル
（FrancisC,Lowell）によって設立されたボストン製造会社であるとされて
（９）
いる。このアメリカカ:，近代企業（現代企業．moderncorporation）として
の大企業（bigbusiness）の発祥地であり，近代企業の経営戦略や経営組織
⑩
の基本的パターンを完成した地と，いわれている。ただ，アメリカの企業力：
⑪
近代企業として制度的に発展してきたのI土1840年以降とも承られている。
チャンドラー教授は，その論文“T〃ｅＵ)，"e‘SZares;Ｅ2'０ﾉ”io〃ｏｆＥ"'"〆‐
ｉｓ`,'の中で，1840年代以前の企業の発展は，制度的分業化のひとつであり，
⑫
1840年代以降Iま，制度的な統合となった，と論じられている。さらに，同論
⑬
文でIま，アメリカにおける企業の発展を大きく３つの時期に分けられてし､る。
第１期は，１８世紀後半の国民経済の形成時期から1840年まで，とされている。
この時期には事業の分業化が促進されていたが，近代企業が出現する以前で
あり，４０年代に初期の鉄道が建設されていたが，それは近代企業として制度
会社法規部と戦略的機能(1)（大矢）１l
化されておらず会社法規部の存在は見られない，といってよいであろう。
第２期は，1840年から第１次世界大戦（1918年）までとされている。１８４０
年代後半からのアメリカ最初のビッグ・ビジネスの鉄道会社と通信会社の技
術革新の急激な発展が交通体系や企業組織に革新をもたらし，企業の生産，
⑭流通や輸送が近代的に統合され，近代企業を倉ｌ造させてきたとみられる。こ
のアメリカの企業発展の第２期に鉄鋼王のカーネギー（Andrew・Carnegie）
やロックフェラー財閥の祖，スタンダード・オイルの創始者のロックフェラ
ー（John．Ｄ・Rockefeller）が“規模の経済，’の立役者として活躍し近代的
⑮
巨大企業の出現を促進さ＄±た。
このアメリカの企業発展の第２期の中間あたりにアメリカの企業における
⑬第１期法規部時代が始まっているとろ（られる。それはアメリカの企業の組織
における会社法規部のいわば萠芽時代といえるであろう。チャンドラー教授
の‘`Ｔ”Vjsj6ルノッロ"〔ノーＴﾉbclInz"α深アノαノＲ”o/”ｊｏ〃ｊ〃Ａ””ｊｃａ〃Ｂ"si"BSS,，
(1977）に紹介されている1870年代における大鉄道会社の組織略図〈表３〉の
⑰
中に法規部を見出すことができる。チャンドラー教授は，1870年までにlま，
アメリカの近代企業としての鉄道会社の中には，ミドルマネジメント（mid‐
dlemanagement）としての法規部門の長が存在していたと論述している。
〈表３〉Organizationchartofa
largerailroadl870s
BoardofDirectors
President
SecretaryLegal
（Chandler；TheVisibleHand；plO8）
アメリカの企業の発展の第３期は，第１次世界大戦が終結した２年後の
1920年代から今日に至っている時期である。
当時，アメリカの企業経営で端を発した事業部制の組織（divisionalized
１２
⑰の２
Organization；multi-divisionaltypeofOrganization）の本格的な採用Ｉこ
より，企業が巨大統合企業としてのビッグ・ビジネスへと成長を遂げだした
のはこの第３期からであった。この時期は，アメリカの第２期および第３期
法規部時代であり特に第３期は完全なる会社法規部が形成されている時代で
あったが，第１期時代の会社法規部は，サービス・スタッフ型の法規部であ
ったとみられる。
チャンドラー教授は，「アメリカにおける会社法規部は，アメリカの近代
⑲
企業の経営史（BusinessHistory）の出発と共にある」と語られていたが，
アメリカにおける会社法規部の歴史が19世紀半ば頃に端を発するものと推測
される。チャンドラー教授によると，アメリカの企業においては1850年以前
には，企業で専任の管理者を必要としたり，または，明確な管理組織を必要
とするものはほとんどなかった｡1870年から1900年の初頭にかけて，いわゆ
るファミリー企業等の合併等によって最初の巨大統合企業が登場してきた。
たとえば，1903年にはデュポソ社(DuPontCompany)が企業合併により
組織変更をしいわゆるファミリー企業から近代的企業へと転進を図ったが，
その翌年の1904年に同社は法規部を設置している。つまり，同社においては，
例
近代企業の始まりとほぼ時機を共にしている，といえよう。この点は，わが
国企業における会社法規部形成発展過程と異にしているところである。前述
のように，アメリカにおける会社法規部形成発展過程は３期に分けることが
できる。その内容についてはすでに別稿で論じているので，本稿ではそれを
倒
害l愛･する。
会社法規部の機能は後述するように種々なる機能があるが要約すると紛争
処理的機能，予防法務的機能と戦略法務的機能に分類することができる。原
則としてサービス・スタッフ型法規部は主として紛争処理的機能を，スペシ
ャリスト型法規部は主として予防法務的機能を，ゼネラル・スタッフ型法規
部は主として戦略法務的機能を有するものと解することができる。
①アメリカの企業における第１期法規部時代の会社法規部は，原則とし
てサービス・スタッフ型の法規部と推測される。または，サービス・スタヅ
会社法規部と戦略的機能(1)（大矢）１３
フ型またはサービス・スタッフ型とスペシャリスト型法規部の混同形態のも
のと承られる。1900年以前のほとんどの会社法規部にはキープ．ロイヤー
（keeplawyer）としての社内弁護士を擁していなかったとみられる。その
会社法規部の会社法務は主として紛争処理であったと推測される。〈表３〉
で示されている大鉄道会社の法規部も基本的にはサービス・スタッフ型の法
規部と承られる。
チヤソドラー教授の“S/ｒａＺｅｇｙａ"‘Ｓ""cｵ”e,,（1962）に紹介されている
く表４〉のデュポンの組織図(1911年頃）に出てくる法規部は，基本的にはサ
ービス・スタッフ型にスペシャリスト型法規部の機能が加味されているあの
卸の２
と推測さｵしる。
②1929年の金融恐慌の洗礼を受けたアメリカの企業における第２期法規
<表４〉デユポソの組織図(1911）
(チャソドラー箸，三菱経済研究所訳『経営戦略と組織」７４頁実業之日本社より）（1967）
部時代の会社法規部またはスペシャリスト型とゼネラルスタッフ型の法規部
⑪の３の混同形態のものとヴリ人られる。1968年５月に，フォード自動車（FordMot‐
orsCompany）のgeneralofficeの法規部を取材した際に入手した同社
の法規部の組織図はく表５〉に示す通りである。また，同時期に入手した
〈表５〉フォードの会社法規部の組織図
(大矢『会社法規部』167頁学陽書房(1968)より）
GＭ（GeneralMotorsCompany）の会社法規部の組織図はく表６〉に示し
た通りである。フォードの会社法規部は集中型であるがこれに対してＧＭ
の会社法規部（legaladvisor）はもともとく表８〉に示すように分散型法規
部を志向していた，とみられる。しかし，両社の法規部は社長直属のゼネラ
ル・スタッフ型の会社法規部で戦略法務的機能が充分に発揮できる組織にな
っている点が注目される。
なお，アメリカの企業における第２期会社法規部時代のほぼ中間に当る
1948年に，アメリカの会社法規部に関する調査“SurveyoftheLegal
ProfessionintheUnitedStateofAmerica，，という実態調査が行な
われている。当時，ハーキュレス・パウダー社（HerculesPowderComp‐
any）の法規部副部長（assistantdirector）であり，その後法規部長に昇進
されているチャールスＳ・マドック氏（CharlesSMaddock）が右実態調
査に基き，1952年に「ハーヴァード・ビジネス・レビュー」（30.Harvard
BusinessReview;ppll9-136(1952)）に執筆された論文``TﾉｂｅＣｏ”o”"o〃
社長
訴訟 国際取引 特許商標 会社実務 税務
会社法規部と戦略的機能(1)（大矢）１５
〈表６〉ＧＭの会社法規部の組織図
(大矢『会社法規部』167頁学陽書房より）
ＬｃｚＺＵＤ"αγﾉ伽C"/'，を発表されている。
同論文は，アメリカの企業における会社法規部に関する最も基本的な，そ
して，いわば古典的な論文であり，アメリカの企業における法規部誕生の背
景，組織や機能を知るのに役立つものとして高く評価されている。
同論文の抄訳はすでに別に発表してきたところであるが（大矢『国際経営法
学序説』102頁以下日本生産性本部（1972年)，同『現代の経営法学』316頁以下成文
堂（1988年))，同論文においてマドック氏は，第２期法規部時代においてア
1６
メリカの企業が急激に法規部の拡大かつ充実化されてきた理由としてはく表
１〉に示しているように1929年10月24日の“暗黒の木曜日，，－ウオール街の
大暴落に象徴されるアメリカの金融恐慌に対応するルーズヴエルト（Frank‐
linDelanoRoosevelt）のニューディール（NewDeal）政策による政府規制
の強化に対処するためであった，と説いている。同論文には，〈表７〉に示
すように会社法規部の数と大きさが産業別にまとめられている。同表Iこよっ
〈表７〉会社法規部の数と大きさ（産業別）
護士数 |灘纏弁護士25～５０人の会社 弁護士50人以上の会社 会社数計 擢鐵計～|社産業
ガフ〈および石油
鉄道
食品.薬品等
公益事業（含電話）
化学
童工業
消費者物品製造
小売販売業
娯楽.興業
製鉄およびアルミ
電気器具
自動車部品下請工業
ゴム
ガラス
紙
航空機製造
出版
繊維
煙草
航空運送
自動車製造
その他
合計
1９ １
１
９
９
８
１
４
９
４
４
４
２
３
４
１
３
２
２
２
４
０
４
４
７
５
４
５
７
３
０
１
５
１
１
１
１
６
４
１
１
１
１
１ ５ ５
「’
Ｌ｣
１
１
１
４
２
１
１Ｆ１L｣
14
１
１
2２
４８１
23111,996
（CharlesS・Maddock，Ｔ"CCC”omrjo〃ＬａｗＤｃＰｚｚプノ柳e"ｵ,３０HarvardBusiness
Reviewpl20;1952）
会社法規部と戦略的機能(1)（大矢）１７
てアメリカの企業にみる第２期法規部時代の中間時点での実態を知ることが
できる。
この，暗黒の木曜日から58年後の1987年10月19日は“暗黒の月曜日''一ウ
⑪の４
オーノレ街の大パニックは，一瞬にして１兆ドルが消えたというが，リスクマ
⑪の５
ネジメントの見地からさらに会社法規部Iま強ｲﾋされていると推測できる。
私がデトロイトでフォード自動車の法規部を取材するため日本を発つ直前
に，いわゆる東京ヒルトンホテル事件が発生した。この事件でヒルトン側に
⑫
有利な結果が出る処置を迅速に対応したのはヒノレトンの会社法規部であった。
その当時のヒルトン（HiltoninternationalCo,）の法規部の経営組織上の位
置はく表９〉に示すものでそれは社長直属のゼネラル・スタッフ型の法規部
<表８〉1920年のスローンのＧＭ組織改革当初案
（ＧＭの会社法規部の位置）
Directors
(取締役会）
President
(社長）
VicePresident
inChargeofStaff
(スタッフ担当副社長）
Legal
Advisor
(法律顧問）
Patent
Counsel
(特許部長）
(チャンドラー署，三菱経済研究所訳
『経営戦略と組織』144～5頁実業之日本社より）
1８
の組織となっている。右の〈表５〉〈表６＞およびく表９＞そして，〈表８〉
に示す内容もアメリカの会社の第２期法規部時代の後半におけるビッグ・ビ
ジネスの法規部の組織図および経営組織上の位置を示すものである。これら
の企業では，スペシャリスト型法規部からトップ・マネジメントに直結する
ゼネラル・スタッフ型法規部へ転換し，本格的な会社法規部が形成されてい
た。その頃，日本の企業は第１期法規部時代にあり，それがわが国における
、２１
会社法規部の萠芽時代であったといえよう。いわゆる資本自由化を目前lこし
たこの東京ヒルトンホテル事件は，わが国の企業経営者をして会社法規部署
燭の２
の強ｲﾋｰ会社法規部の必要性を強く認識させることlこなった。
③そのごアメリカの企業は，1973年以後，本格的な訴訟社会（ntigious
society）を迎え，それに企業が対応するためにアメリカの企業における第３
四
期法規部時代を迎えている。その詳細についてIま別に譲った。
ところでアメリカの企業における第３期法規部は，企業における参謀本部
田
としての重要な位置を占めている。それIま文字通り戦略法務を中心に企業法
務を推進するものである。作家の小中陽太郎氏は“華麗な舞台，，と表現され
、〔）
ている。社内弁護士数も，増えるばかりである。ちな糸に，1981年に千U行さ
れている「ビジネスウィーク」（BusinessWeek；Sept，１ｐ70）によると，
社内弁護士数はＡ・Ｔ・Ｔ（AmericanTelephone＆Telegraph）が902人，
⑰
Ｇ・Ｍが159人，１．Ｂ・Ｍが138人であった。しかるに，その６年後にIまＡ
ｏＴ．Ｔが約1,000人，Ｇ・Ｍが500人，１．Ｂ・Ｍが240人の社内弁護士を
擁するようになり，アメリカの社内弁護士はアメリカの弁護士全体数約60万
⑬
人のうち社内弁護士がその15％を占めるようになっている。わ力:国の企業に
おける社内弁護士はようやく11名に達するという。日米企業間の社内弁護士
数は雲泥の差が承られるところである。
わが国において何故社内弁護士が増えないのか。最近，わが国11大トップ
企業の会社法規部長および法規担当取締役等にイソタピューして得た情報を
閏
含めてその理由をあげると次のようになる。
第１に，弁護士の絶対数がアメリカに比べて少ないこと。第２に，わが国
会社法規部と戦略的機能(1)（大矢）１９
<表９〉ヒルトンの経営組織図と法規部の位置
－－－－－－￣■■■－－－－－－'■■￣＝-－
副社長、重
役､建物と
インテリア、
デザイン
監査役
兼収入役補
筆頭副社長
法律と財政
重役､協定
と商取引
重役､計画
調整と操縦
重役、販売
アメリカ、
カナダ
地域カウン
セノｋヨーロ
ッパ、中近
東アフリカ
地方販売
マネージャー
重役､代理
と運送販売
重役、食物
と飲料
重役、運営
コントロール
区域監査役
重役、公共
関係､ヨーロ
ッパ、中近
東アフリカ
重役、販売
ヨーロッパ、
中近東、ア
フリカ
区域重役、
フランス、
リベリア、
モロッコ、
チュニジア
区域副社長 区域重役
アフリカ
西アジア
区域副社長
カリビアン
区域副社長
東アジア
区域副社長
カナダ
副社長
ラテンアメ
リカ
2０
において，弁護士の使命を“プロブェッション（profession）としての弁護
士，，に置き，弁護士の本質を自由業に求めようとする観念が根強く存在して
いること。第３に，弁護士の企業法務は，法律事務にあって裁判（紛争処理）
を担当するという伝統的な考えが抜けないこと。第４に，弁護士の兼職およ
び営業等を弁護士法第30条第３項で規制し，弁護士の私企業への就職の許可
制を採用していること。第５に，わが国の企業における年巧序列，終身雇用，
学歴偏重の賃金体系では企業への進出意欲が阻害されていること。第６に，
企業経営が理解できる弁護士が少ないこと。第７に，企業ジュリストとして
の準法律家の養成が比較的可能であること。第８に，経営者・管理者に経営
〈表10〉1963年頃の１．Ｂ・Ｍの経営組織図と会社法規部の位置
歴函一Ｆﾖｰｰ馬窒Ｉ
（高富晋監編『進展する経営組織一米欧における新動向と運用の実態』日本生産性本部(1965
年）より）
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における“法の良心，，が欠けているケースが多いこと。第９に，経営者に会
社法規部や社内弁護士に対する見識と哲学が不足していること。第１０に，経
営者に経営と法律の一体化意識が希薄であること。
アメリカの企業における第３期法規部時代の法規部は，戦略法務機能を十
分に発揮できうる組織が形成されている。たとえば，コンピューターの巨人
１．Ｂ・Ｍ（InternationalBusinessMachinesCorporation）の法規部は，
戦略法務機能が完全に発揮されている代表的なビッグ・ビジネスの１社であ
り，その機能は“法は経営戦略のために従う，，という私の命題に合致する組
織と機能をふることができる。
１．Ｂ・Ｍは，現在世界の132ヵ国で事業活動を展開し，直接または間接
の子会社を含めて従業員数は410,000名（1986年４月現在)，総売上高500億F
③
ル，純利益65億5.500万ドノレ（1985年度）という超巨大企業である。同社の最
近の会社法規部の組織図は一種の機密扱いとなっているようで入手できない
<表11〉１．Ｂ・Ｍの会社法規部の組織上の位置（予想）
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がく表10＞とく表11＞のような組織が推測される。つまり，コーポレートサ
ービス・スタッフの１セクションであると承られる。この組織の中に，前述
のように240人の社内弁護士が雇用されているのである。この１．Ｂ・Ｍの
⑪
法規部の主たる役害11ま1982年現在次のとおりである。
１コーポレート・オフィスおよび他のトップ・マネージメントに対し，
基本的な経営方針についての法的助言を行なう。２マネージメント・コミ
ッティ（経営委員会）の審議事項を法律的観点からチェック．アンド・レビュ
ーする。３アメリカＩ．Ｂ・Ｍの各グループ，部門，子会社の法務部ない
し法務担当者に対する指導・助言を行なう。４１．Ｂ・Ｍワールド・トレ
ード南北アメリカ／極東コーポレーションおよびＩ．Ｂ・Ｍワールド・トレ
ードヨーロッパ／中東／アフリカコーポレーションの各法務部を通じて各国
Ｉ．Ｂ・Ｍの法務部に対する指導．助言を行なう。
１．Ｂ・Ｍの法務部または法務担当者は，予防法務機能を果たすことが第
１であるとされている。法務担当者は全員社内弁護士から構成されており，
経営計画や政策決定に参画し，指導・助言をするほかに，一定の重要事項に
ついては実行の承認ないしは同意の権限で手続的に与えられており，各担当
は法務部門の承認ないし同意なしには実行できない，という戦略法務が徹底
したリーガルリスク・マネジメントを志向する社内システムが採用されてい
⑫
るとし、う。
なお，〈表10＞は，今から四半世紀以前の1963年頃の１．Ｂ・Ｍの経営組
織図と法規部の位置を示したものである。これは，第２期法規部時代の法規
部署で予防法務を主体とするスペシャリスト型法規部と承られる。
1985年10月，わが国では“ボストン銀行，,と呼ばれているパンク・オブ・
鰯
ボストン（BankofBostonCorporation）の法規部の実態調査を行なった。
同銀行は，マサチューセッツ州最大の銀行で，わが国では住友銀行と三和銀
行との関係が密接である。資本金は13億ドル（1985年)。同行のアニュアルレ
ポート（1984,AnnualReport,BankofBostonCorporation-200yearsof
service)によると，1784年７月５日の創立。バンク・オブ・ボストン．。_
会社法規部と戦略的機能(1)（大矢）２３
ポレーションの他に，コーポレイトグループ，インターナショナルグループ，
イングランドグループその他のグループから構成されている企業集団を形成
しているｏ
同行の法規部は1956年に設置されている。アメリカの第３期法規部時代の
中間期に設置された法規部であったが，当初は社内弁護士２名でスタートし
たサービス・スタッフ型法規部であった。そのご第３期法規部時代に入った
直後の1975年頃から社内弁護士が増え，さらに1980年から急増し，その数は
1975年時の約２倍に達している。同行の法規部は銀行業務の急成長にスライ
ドして規模の拡大化を図ると共に，経済的・法律的環境の変化一規制強化に
より，さらに法規部を充実化してきた。同行の法規部の組織図は本稿の(2)で
示すように社長直系の戦略法務的機能を有する集中型の法規部を形成してい
る。同行の法規部員は社内弁護士40名，バラ・リーガル（paralegal）１０名
その他から構成されている。当時，全米第１位のバンク・オブ・アメリカ
（BankofAmerica）では150人の社内弁護士から構成する法規部を形成し
“
てし､た○
次に，企業の利益獲得にあらゆる面から貢献しているファイザー社の法規
㈲
部形成発展過程を分析する。ペニシリンの工業化1こ世界で初めて成功したフ
ァイザー・インクは，1849年ニューヨークのブルックリン地区で創業，１３９
年の歴史を経ており，今，世界１２カ国28の研究施設，４３カ国108の工場を有
し，世界120ヵ国以上に40万人の人々の英知が働いている。製薬企業として
世界第６位にランクされている。
同社の法規部は，1941年に創設された。その時に１人の弁護士（後に取締
役会長となる）が，社内弁護士として入社した。それはアメリカにおける第
２期法規部時代の前半頃であった。それはサービス・スタッフ型法規部とい
える。その後，1950年に，数名の弁護士が加わりスペシャリスト型の同社の
法規部としての基礎作りが行なわれた。その背景には，抗生物質の価格協定
事件をめぐる訴訟事件があり，２０数年も継続した同事件でファイザー社が勝
訴したことが同社の法規部の名声を高めると共に同法規部が今日のように発
2４
く表12〉ファイザー社法規部組織図
（司法省.（食品医薬（化学品）（現境）（医我品）（医療器械）（動物用
公正取引委貝会）品局）医薬品）
(株士栓令（海外
人事・年金）子会社）
(化粧品・
ｉＷｍｉ向
用品）
(知的Ｔ準
所有描一
商標・特許）
㈱
展拡充される契機となっている，とjzKられる゜
ファイザー社の法規部は，1960年に入り本格的な海外進出を始め出したが，
海外市場での活動を法的側面から援助し，時には正面から市場の門戸を開設
させたのが法規部であったという。このような背景のもとに同社の法規部は
燭の２
さらに拡充され，戦略法務を中,、とするゼネラル．スタッフ型法規部へと脱
皮していった。1987年10月現在で社内弁護士は53名，ペラリーガル14名から
構成されており，法規部組織図はく表'2〉に示すとおりである。
ところで“訴訟も戦略'’であるといえる。訴訟には時間的，経済的損失は
避けられないが，時間を掛けて争うことも一種の経済戦略である。長谷川俊
明弁護士は，その著書『戦略訴訟』で「企業にとって，訴訟もビジネス戦略
6ｍ
の一環である」と述べられていることについて，リーガノレリスク．マネジメ
ントの見地からゑても同感である。わが国の法規部にもアメリカ型戦略的訴
鰯
訟観力:胎動し出している。ファイザー社と同様，長期の訴訟が会社法規部を
充実し，それが企業戦略に大きな影響を与えたケースはわが国の企業にもゑ
られる。その典型的なケースは，カラーテレビを中心とした松下電器産業等
わが国の家電各社の対米輸出が談合によるダンピングだとして，米社が損害
歯國撫旧馬僑i蒻扉アシスタントゼネラル。カウンセル アシスタントゼネラル｡カウンセル ｱｼｽﾀﾝﾄゼネラル．カウンセル アシスタントゼネラル。カウンセル アシスタントゼネラル.カウンセル アシスタントゼネラル。カウンセル アシスタントゼネラル｡カウンセル アシスタントゼネラル・カウンセル アシスタントゼネラル，カウンセル
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賠償を求めていたいわゆる「ＮＵＥ・ゼニス訴訟は16年間も継続し1987年４
閏
月27日米国連邦裁判所Iま，松下等側に勝訴」の判決を下した。同事件で，た
とえば松下電器産業は，法務部門が充実し，同社の現地生産の促進化に役立
叫
ったとし、う。
アメリカは文字通り法律社会であり，訴訟社会である。アメリカの保護主
義は，法的保護主義の形成をとるという。この法律が多数の通商法規であり，
従来，とかく日本の家電，鉄鋼，繊維等の業界は，このアメリカの通商法規
鋤
による濫訴の危険lこさらされていたといわれている。わが国の企業における
第２期法規部時代はこのような国際的背景もあって形成されてきたものとい
える。
（４）わが国の企業に承る会社法規部の形成発展過程
１わが国の企業における会社法規部の特殊性わが国の企業にゑる会
社法規部の形成発展過程もアメリカと同様にく表１〉に示すように３段階に
分類できるが，その内容は日米間に次の点で相違点を見出すことができる。
第１に，日米間のピッグピジネスにおいて，第１期法規部時代がアメリカが
わが国のそれよりも約100年も先行していることである。これは主として両
国の企業をめぐる経済的・法律的環境の変化による相違に帰結するものと思
われる。
⑫
第２に，人的組織構成の相違である。前述のようにアメリカの企業Iこおけ
る会社法規部が充実している。それは物的組織においてはもちろんのこと，
人的組織においても，わが国企業の法規部より充実している。すなわち法規
部の人的組織構成である法規部員が主として純法律家つまり社内弁護士によ
って構成されているか否の問題である。アメリカの企業の法規部は純法律家
としての社内弁護士を中心に，日本の企業の法規部は準法律家といわれる企
業ジュリストが中心に構成されている点が日米間の法規部の大きな相違点で
あるといえる。
第３に，法規部組織（設置）化の条件の相違である。アメリカの企業では
2６
一般的にゑて設置当初から予防法務的機能を求めているのに対し，日本の企
業では法規部の設置の契機が紛争処理的機能として設置する場合が多い。第
４に企業のトップマネジメントに会社法規部についての見識と高度な法務哲
学の存否の問題である。一般論としてアメリカの企業のトップマネジメント
に，右の見識と法務哲学についての認識が不足している，と推測される。わ
が国における企業に社内弁護士数が容易に増大しない事情の背景もここに存
するものと思われる。
２会社法規部の形成発展過程一主として三井物産とトヨタ自動車のケー
スわが国の企業における会社法規部の設置は本格的な国際化時代を迎え
⑬
て増えている。その分析Iま別に譲った。わが国の企業の中でも本格的な法規
部が形成されている。前述のようにわが国の10大トップ企業の実態調査の結
果，商社の三井物産（本社東京・千代田区)，メーカーのトヨタ自動車（本社豊
田市）その他に，戦略法務を中心とするゼネラル・スタッフ型の法規部をみ
ることができた。
㈹の２
外資系でIま，日本アイ・ビー・エム(IBMJAPANLTD）が完壁な戦略法
務機能を有する理想的な法規部に形成されている。同社の法規の実態につい
鰯の３
てl土別著に譲った。
①わが国における第１期法規部時代は池田内閣による所得倍増計画という
高度経済政策が発表された1960年頃から形成され出したといえよう。とくに
前述の1967年の東京ヒルトン事件が契機となって会社法規部の必要性が高ま
ってきた。しかし，財閥系の三井物産の法務組織は文書部(LegalDept.）の
“文書課として，1914年(大正３年）に倉Ｉ設されている。いうまでもなくわが国
の企業において最初に設置されたものである，といえる。同社第３代文書課
長は1939年（昭和14年）の組織変更で文書課から改称された文書部の初代部
長に就任されているが弁護士出身であった。
同社は1947年（昭和22年）７月に業務部文書課として再発足し，３０年７月
に文書部として分離独立している。その実態はサービス・スタッフ型と承ら
れる。1983年１月現在の同社の法規部（文書部）はく表13＞のように形成さ
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れており，副社長直系のつまりゼネラル・スタッフ型法<表13〉三井物産
㈹規部の組織となってし､る。その後，さらIこ経済的．法律法規部の組織社
的環境の変化により海外取引の強化，税務および商標な長
ど知的所有権等に法的側面からの強化を図るため予防法 副社
長務および戦略法務を推進するために法規部の組織が－部
文変更され，担当専務直系のもとに文書部は企画法務室． 書
部国内法務室，第１海外法務室，第２海外法務室および税
制商標室の５室制となり，部員は一般52名，事務８名の管海ェ海国企
計60名から構成されている集中型かつ法務型法規部であ理きく幾塁霞
ロ室務務務る。一般52名の中にはニューヨーク弁護士として米国三室ジ室室室
井物産に勤務されている者のほか外国弁護士１名（イギリスのソリスター）が
含まれている。同社の法規部はサービス機能とチェック.アンド・コントロ
ール機能（トップに対する助言）が発揮できる。システムが確立している。
第２期法規部時代の末期頃より戦略法務的機能を発揮するゼネラル・スタッ
㈱
フ型法規部力:形成されている。
②わが国のメーカーの中で法規部が最も充実している１社としてトヨタ
㈹
自動車をあげることができる。同社は発明王豊田佐吉力:興した豊田織機制作
所が1933年９月に設置した自動車部から独立して1937年（昭和12年）８月２８
日に設立された。昭和62年度決算（83期）で売上高単独で６兆249億円，当期
く表14〉トヨタ自動車初期の組織図
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矛Ｉ益2,002億円，従業員数63,890人（63年３月現在）で文字通りわが国最大の
巨大企業である。それだけに同社の法規部の組織は日本一充実しているとい
える。さらに“行動する法規部，，ともいえる。
同社の草創期（1939年２月）の組織図には，〈表14〉のように事務部事務課
の庶務掛などに法規部署があったとみられるが，それは法規部ではない。
同社の法規部の創設には，同社が資本の自由化対策として昭和43年１月２９
日の第56回定時株主総会で当社の「取締役及び監査役は日本国籍を有する者
に限る」という取締役等の資格制限として外国人排除を内容とする定款の変
更（新設）を決議したのは憲法違反であるとして１株主から提訴されたいわ
㈱
ゆろ定款訴訟力:大きな契機となった。
同社はこの定款訴訟に対応するため総務部門から法規スタッフを集め，係
長以上４名の訴訟グループが結成され，1969年（昭和44年）２月に調査部門
〈表15〉トヨタ自動車法規部の組織上の位置
IIilI1IiIIlII
ｉ』１N
(1970年２月現在，『創造限りなく－トヨタ自動車50年史（資料集)』より）
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に法規課が創設された時，わが国企業の第１期法規部時代の後半であり，基
本的には紛争処理的機能を中心とするサービス・スタッフ型会社法規部であ
った。次のく表15〉はその当時の会社組織（１部）である。法規課が創設さ
れる前は総務部の１セクションが担当していたとゑられる。
同社法規部署はさらに国際化に対応し1972年２月，国際契約を中心に「契
約課」が分離し，1973年２月に法規部門として法規部が新設された。1978年
２月，本格的な国際化時代に対処するため，海外訴訟を中心に海外法規課が
分離し，総括課，法規課，海外法規課と契約課の４課９係52名からなるスペ
シャリスト型法規部が組織された。わが国の企業の第２期法規部時代の中間
期であった。
第３期法規部時代が始まった1981年の２月に，同社法規部は本格的な貿易
摩擦．技術摩擦時代に対応するため組織が見直されく表16〉のように５課制
へと発展的に改組された。法規部員は担当取締役を含めて51名から構成され
く表16〉トヨタ自動車の法規部
総務・人事部門
法規部
(取締役法規部長）
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ている。
（５）会社法規部の形成発展過程の問題点
以上のように日米企業における会社法規部をみると，次のような異同点が
承られる。
共通点は，チャンドラー教授がその著書``Stmtcgyα"‘Ｓ〃"c'"”,，で
「経営組織は戦略に従う」という命題が実証的に展開されているように“会
社法規部，，という企業内組織が経営戦略に従い，それを支配しながら企業が
その環境変化のニーズに対応してサービス・スタッフ型→スペシャリスト型
→ゼネラル・スタッフ型の順に，形成発展の過程を辿っている。この３段階
の形成発展過程の詳説は後に譲るが，その形成発展過程の各段階における法
規部の形態，機能と組織については概ね次の〈表17〉に示すような関係が承
られる。この表にふられるように完全なる会社法規部は，ゼネラル・スタッ
フ型にみられ，この点，日米企業における共通点といえよう。
〈表17〉法規部の形態・機能と組織
形態 機能 社内組織
･総務課・文書課の
法規係
法務係
文書係
サービス・スタッフ型
法規部
治療法務（紛争処理）
型法規部
･総務部・文書部の
法規課
法務課
法務室
法務グループ
文書課
スペシャリスト型
法規部
予防法務型法規部
･社長・副社長直系の
法規部
法務部
文書部
ゼネラル・スタッフ型
法規部
戦略法務型法規部
３つの形態とその発展については次節以下で詳説するが，わが国の法規部
の形態はアメリカの会社の法規部に比べて，前述のように，その出発（創
会社法規部と戦略的機能(1)（大矢）３１
設）において約100年遅れているが，現段階においては同様の形態－ゼネラ
ル・スタッフ型法規部を形成し形式的には同一の機能を有するように承られ
ている。したがって，わが国の会社法規部も成熟期を迎えた，とも承られて
⑲
し､る。
しかし，ゼネラル・スタッフ型化した日米企業の法規部の機能を実質的に
分析すると両者は，人的構成面において異っている。アメリカの企業は純法
律家の社内弁護士を中心に人的構成が行なわれているのに対し，日本の企業
の法規部は主として企業ジュリストという準法律家によって形成されている。
このようなわが国の法規部を“日本的法規部''と称することもできるが，こ
の形態で果して完全なるリーガルリスク・マネジメソトが実行できるのかな
③
ｵs疑問である。ちな糸にわが国の超一流企業の中でとりわけ充実した法規部
においても，多くの課題をかかえてようやく五合目に来たというのが実感と
６、
もし､われている。
（１）佐藤篇「企業の形成」『企業形態』〈経営法学全集２〉所収131頁以下ダイヤ
モンド社（1966年)。石井照久『会社法」上巻（商法Ｈ）６頁以下勁草書房（1967
年)。中村一彦編『現代企業法総論』（企業法Ｉ）９２頁以下同文舘（1984年)。竹
内昭夫編『企業』〈基本法学７〉岩波書店（1983年)。大矢息生『経営法学教科
書』207頁以下同文舘（1977年)。
（２）大矢『現代の経営法学』はしがき１頁。
(2)の２，注２参照。
（３）「旬刊商事法務研究」360号（1965年１０月5.15日合併号）７頁以下。同実態
調査は，昭和40年６月26日にアンケート3,000通を発送され同年７月１５日に締切
られて回収されたものl,063通。回収率35.4％強。同調査の調査項目は①社名・
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についての事実内容と担当課名についてであった。なお，同会では，本調査以前
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商事法務研究242号（昭和37年４月５日)。
（４）注３。なお，大矢息生『国際経営法学序説』４７頁日本生産性本部（1972年)。
(4)の２前掲「商事法務研究」360号239号。
（５）Ａ・Ｄ・チャソドラー・内田忠夫他訳『競争の戦略・ＧＭとフォードー栄光
の足跡』ダイヤモンド社（1970年)。A1fredDChandler，Ｊｒ；ＴﾙeWsj6に
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閣（1982年)。Ｈ・Ｅ・クロース.Ｃ・ギルバート，鳥羽鉄一郎訳『アメリカ
経営史』東洋経済新報社（1974年)。Ｅ・Ｔ・ペソローズ，末松玄六訳『会社成
長の理論』（第２版）ダイヤモンド社（1980年)。Ａ・Ｄ・チャソドラー・Ｊｒ・三
菱経済研究所訳『経営戦略と組織』，同，鳥羽欽一郎他訳『経営者の時代』上下。
東洋経済新報社（1979年)。Ｐ．Ｆ・ドラヅカー，現代経営研究会訳『現代の経
営』上下。ダイヤモンド社（1966年)。Ａ・Ｐ・スローソＪｒ田中融二他訳『Ｇ
Ｍとともに』ダイヤモソド社（1967年)。』．Ｋ・ガルプレイス，都留重人監訳
『新しい産業国家』河出書房新社（1968年)。Ｇ,HarryStine；ＴﾉﾚＣＣＤ"”α'Ｃ
ｓ”ＤｊＤｏγsbyagreementwithScottMeredithLiteraryAgency，Inc.，
（1986).ｏＡ１ｆｒｅｄＤ,Chandler,Ｊｒ;ＴﾊeWsj6化ｍz"ｄ－ＴｈｅＭｚ"ageγｊαノ
Rczﾉ0J”io〃ｉ〃Ａ擁〃jca〃Bz4si"CSS；byTheBelknapPressofHarvard
UniversityPress（1977)。PeterEDrucker;ＴｈｅＰγacticeけMZz"ａｇｅ‐
"”rJbyHarper＆BrothersPublishers.（1954)。BarnardC,Ｉ；Ｔﾊｅ
九"cﾉｶﾞo〃〃ﾉﾉbcEjreczc"z'efbyHarvardUniversityPress（1966)。Ｄａｌｅ
Ｅ.;ａｅａｆＯγgα"たα"o〃JbyMegraw-Hill（1958)。
(8)の２大矢『会社法規部の日米比較研究』（近刊)。HermanEKroossand
CharlesGilbert；Ａ””ｊｃａ〃Ｂ"s/"ｅｓｓＨﾂsわび：byprentice-Hall，Inc.，
（1972)。
(9)陣崎克博編『前掲』７７頁。
⑩鈴木良隆他『前掲』２５頁。
⑪注10の31頁以下。Ａ・Ｄ・チャンドラール丸山恵也訳『チャソドラーアメリ
カ経営史』３７頁以下亜紀書房（1986年)。A1frcdnChandler，Ｊｒ.；ＴＡｃ
Ｕ)､"e‘Ｓ'α"sfEDoJ8u濁り〃"Ｅ""γ，rise,TheCambridgeEconomicHis‐
会社法規部と戦略的機能(1)（大矢）３３
toryofEurope,Vol、７;byCambridgeUniversity,Press（1978)。
⑫丸山恵也『前掲』８頁。
⑬注12の９頁。
⑭注13参照。鈴木良隆他『前掲』３０頁以下。
⑮鈴木良隆他『前掲』２６頁以下。
⑯〈表１〉参照。
⑰Chamdler,Ｊｒ;ＴＡｅＶｊｓｉ６にHZz"‘plO8o
肋の２高官晋『現代の経営』（現代経営学全集１）ダイヤモンド社（1670年)。
同『経営組織論』344頁以下ダイヤモンド社（1961年)。溝ロー雄監修谷武
幸『事業部業績の測定と管理』税務経理協会（1987年)。ルイスＡ・アレン，高
宮晋監訳『管理と組織』139以下ダイヤモンド社（1960年)。Ｃhandler，Ｊｒ；
Ｓノアαtegea"‘Ｓか"ct”ｅＣｈＣｓ'〃Ｉ,Ｂ”"”ぬＴﾙｅＦ〃"c"o"ｓ〃r”Erec‐
”iue，byHarvardUniversityPress（1938)。WilliamH，Ｎｅｗman；
Ａ`碗j"ｉｓ'γα〃z）ｅＡｃ〃o"－７ﾉﾚCTCC力"i9"CSOγgα"たα"o〃α"‘/Ｍｚ"αgrC腕e"'ず
byPrentice-Halllnc（1951)。Drucker，ＰｅｔｅｒＦ.，ＴﾊｃＰγαcrice”
Ｍｚ"age腕”オノｂｙＨａｒｐｅｒ＆Ｂｒothers（1954)。
⑱Chandler,ｏｐ,Cit.，pplO7-109。
(１９大矢息生『リーガルリスク管理と経営法学』５６頁以下学陽書房（1986年)。
⑳アメリカにおいては，近代的企業の始まりとほぼ時機を同じくして法規部を設
置している背景とくにデュポソ社のケースについての私のインタビューに対し，
チャソドラー教授は次のように述べている（注19の57頁参照)。
第１に，１９世紀末から２０世紀の初頭にかげてファミリー企業が大企業へ急膨脹
による法律問題の予防にあったのではないかと家られる゜それは資本の導入，市
場拡大や技術発展によるものである。
第２に，独禁法，パテント対策によるものである。1909年にはデュポソ反トラ
スト法事件が起きている。独禁法は，アメリカにおいては1891年に制定され，わ
が国においては1947年に制定されている。
第３に,企業秘密など外部の弁護士に知られたくたいという事情があったこと。
第４に，問題が起きたときのプラスとマイナスがあること。社内弁護士を企業
がコントロールしたいということ。
第５に，デュポン社の例にゑられるように,ファミリー企業を合併することが，
法律的にも組織的にも必要があったこと。
A1fredD.Ｃhandler,比andStephenSalsbury;Ｐ肥〃Ｃｓ,Ｄ〃ＰＣ"ｊ
α"‘Ｔﾙc1Mhzhi"ｇ〃'ｈｅｊＷ火γ〃ＣＯ'PCγα"o〃；ｂｙHarper＆RawPubri‐
ｓhers。
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(21）大矢「完全なる会社法規部」６頁。
(２１の２詳しくは大矢「前掲」７頁参照。
(21)の３詳し〈は注21の２の７頁以下参照。
⑰の４清水昌夫『激変するマネーマーケット』５頁以下時事通信社（1988年)。
朝日新聞経済部編『TokyoMoney』朝日新聞社（1988年)。
GeraldC，Meyers；Ｗｈｃ〃〃“'ｓ'んｅＦｈｚ"；（1986年)。竹内宏訳『企
業の危険管理』テイビーエス・ブリタニカ（1987年)。
(2,の５“ＴﾉｾｃＣγａｓルー"/"α〃ｶﾞﾉａｚ(ﾉ”んｏ〃Whz〃Ｓ"“t,fｈｅ抑oクノ‘ｉｓ‘が
〃ずc"#，，；ＴｉｍｅＮｏｖ２・ｐｐ８－３７（1987)。
⑫いわゆる東京ヒルトンホテル事件については，大矢息生『会社法規部入門』５９
頁以下。近代セールス社（1968年)。同事件は，わが国の企業における第２期法
規部時代を形成する契機となった（〈表１〉参照)。
東京ヒルトンホテルは，昭和38年５月，建物と株式を日本の東京急行電鉄（以
下東急と略す）側が持ち，つまり全額出資し，業務と人事をアメリカのホテル王
ヒルトンが持つという契約（業務委託契約，昭和38年より20年間）のもとに発足
したホテルである。この東急とヒルトンの対決をマスコミは「東急ヒルトン事
件」と呼んでいる｡同事件は,すでに多くの新聞，雑誌などで報道されているが，
当時『週刊朝日』（昭和42年６月２日号16頁～23頁）は「ワールド・エンタープ
ライズの日本征服作戦」というタイトルで，この事件を特集していた。これを要
約すると，
「今年（昭和42年のこと）の２月23日，海外のヒルトン系ホテルを経営している
ヒルトン・インターナショナル・コーポレーションが世界でも有数の航空会社ト
ランス・ワールド・エアーライソズ（ＴＷＡ）に事実上身売りをしたというので
ある。この事実について東急の五島昇社長（当時）は“ヒルトン側の背信行
為，，と怒り，４月21日，ヒルトンの営業委託契約を破棄するという宣言をして，
ヒルトン総支配人アソソニー。クレッグ氏を解雇し，ホテルの名称も“ホテル・
ジャパン東急,，と変えてしまった｣。この東急側の処置が初期においては「大英
断」としてマスコミには好意的に伝えられ（たとえば「週刊サンケイ」４２年５月
８日号18頁以下。『実業の日本』４２年６月15日号16頁以下参照)，あるものは“大
和ダマシイ',の現われであるとして絶賛したものである。ヒルトン側もざるも
の，契約書の特約条項をたてに，東急側の契約破棄こそ不当だと対抗した。東急
は旧東京ヒルトンの総支配人の立入り禁止，とヒルトン側が，応訴した業務妨害
の禁止を求めた仮処分を東京地裁に申請したが，東京地裁は，東急側の申請を却
下しヒルトン側の主張を認めたのである。
日本経済新聞（昭和42年５月13日付朝刊）は，「東急の仮処分申請却下一旧
会社法規部と戦略的機能(1)（大矢）３５
束京ヒルトン」とし，前述したヒルトンの行為は契約違反ではないので，総支配
人の解雇は無効であるという。同紙は，「……同裁判長は，この決定で①２千万
円の現金または有価証券を保証金としてヒルトン・インターナショナル社が東京
ヒルトンの営業受託者であること，②アンソニー・クレヅグ氏が東京ヒルトンホ
テルの総支配人であること｣，の２点を『仮に認める』としている。
また東急側の申請却下の理由として次のように述べている。
１.東急側は解雇した総支配人クレッグ氏が会社に損害を与えるような不信行為
をしたというがこの主張は採用できない。
１.ヒルトン・インターナショナル社が東急の同意を得ることなく米国の航空会
社ＴＷＡ（トランス・ワールド・エアーライソズ）との合併を決めたことは，東
京ヒルトンとヒルトン・インターナショナル社との間にかわした業務契約に違反
すると東急側は主張するが，２社の合併はヒルトンの世界的組織の利点を従来通
り活用する目的のものである。さらに，この利点を生かすため，ヒルトン゛イン
ターナショナル社の全額出資による新ヒルトン・インターナショナル社を設立
し，実質的には同一の経営者，同一の運営方針で新会社が運営されるものと認め
られるから，業務契約で保障されてきたヒルトン組織による東急の利益も引き続
き維持される。したがって合併行為が業務契約に違反するとして，契約を解除す
ることは不当である。
１．したがって総支配人の解雇も無効である（東京地裁，立入禁止等仮処分申請
事件昭和42年第4671号)。東京地裁の，この決定により東京ヒルトンホテル事件
は新たな段階に入った。シドニー・ウォルナー・ヒルトンインターナショナル法
律担当のペイス・プレジデント（副社長）は，この東京地裁の仮処分決定につい
て「日本の裁判所が公平であることと，われわれの立場が正しいことを示してい
る」ことを非常に喜んでいると語ったという。
この仮処分にもとづいて，ヒルトン側は「ホテル・ジャパン東急」と改名され
た旧「東京ヒルトン」を再びI日名に戻すとともに，先に解雇されたヒルトン・イ
〈業務委託契約書〉（抜華）
契約第26条
ａ項＝各当事者は，自己あるいはその関連会社によって完全に所有され，
かつ完全に支配される子会社に対しては，他の当事者の同意を得ることな
く，本契約およびこれから生ずる権利を譲渡する権利を有する。
ｂ項＝本条の項に規定する場合を除き，当事者は相手方の事前の書面によ
る同意なくしては本契約を譲渡，またはこれから生ずる権利をいかなる方法
においても他に売却，譲渡もしくは移転してはならない。
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ソターナショナル側の職員５人は現場に復帰し，東急側に占拠されていた総支配
人室は解放されるにいたった。
その後，「読売新聞」（42年６月９日付朝刊）には双方の言い分を分析し，東急
側の“義理人情'，という精神論がヒルトン側の予防法学としての経営法学の実践
論に屈折したのではないかと伝えていた。
東京ヒルトンホテル事件の騒ぎがクローズアップした直後のことである。東急
から解雇処分を受けたヒルトン側の総支配人クレヅグ氏は，アメリカンクラブ
（東京・麻布）で内外記者団と会見した。
このとき，同席の在日アメリカ商工会議所専務理事のボーリン・ジャー氏は，
にくし承をこめて「東急のやり方はキューバのカストロ政府の手口と同じだ」と
叫んだという。また，一方，ニューヨークの本社で，東急の契約破棄の知らせを
受けたコソラヅド・ヒルトン社長が，ラスク国務長官に「日本でカストロな象の
仕打ちを受けた」と怒りをこめて連絡したと伝えられている（｢読売新聞」４２年
６月９日付朝刊“外資との戦い④，'）。
この東京ヒルトソホテルの奪還をめざす，東京ヒルトソホテル事件は，前仁述
ぺたように，昭和42年５月12日東京地裁の『東急が契約違反をタテにクレヅグ総
支配人を解雇したのに不当だから元通りに』……という“仮処分申請却下，，の判
決で，あっけなく幕切れとなった。“義理人情'，よりドライな‘`法律'’がヒルト
ン側に加担した本事件発生の背景については，大矢『会社法規部入門』６３頁，
７５頁参照。なお土井輝生「ホテル業務委託契約と『契約承継・譲渡制限』条項
一東京ヒルトン・ホテル事件の問題点」海外商事法務60号24頁商事法務研究会
（1967年)。「サンケイ新聞」“日本の外資，'（1967年８月23日付朝刊)。大矢息生
「スペシャリストへの道」中央公論別冊経営問題41年秋季特大号368頁以下中央
公論社（1966年)。同「外資上陸作戦の参謀本部」マネジメント６月号134頁日本
能率協会（1967年)。小林規威「国際経営戦略における法律問題」潮流ジャーナ
ル７月２日号26頁恒文社（1971年)。
⑬〈表18〉参照。ちなみに，1965年に社団法人商事法務研究会が行った「企業内
法律業務に関する実態調査」で上場会社1,006社の集計に現われている。「商事法
務研究」360号７項以下（昭和40年10月５日号)。また，1970年11月に大阪工業会
が「わが国企業の法務部門の実情について調査した集計にも会社法規部の必要性
の認識の高まりを如実に物語っている。
次の表でいうＡ群とは，法務担当部門が法務専門の部署であり，Ｂ群とは，法
務専門の部署でないものである。Ａ群には部制（法務部，法律部，法規部)，室
制，課制，担当グループ制，係制その他があり，Ｂ群は総務部文書課（庶部ほ
か)，総務部文書株式課，総務部文書グループ・チーム，総務部総務課その他が
会社法規部と戦略的機能(1)（大矢）３７
<表18〉会社法規部の設置時期
年代｜Ａ群ｌＢ群 計
昭和１０年代
昭和20年代
昭和30年代
昭和40-44年代
昭和45-49年代
昭和50年代
年代不詳
社
社
社
社
社
社
社
０
１
９
，
鍋
９
１
社
社
社
社
社
社
社
３
３
８
４
７
１
辿
社
社
社
社
社
社
社
３
３
Ⅳ
辿
詣
皿
疋
（商事法務研究会「ＮＢＬ」109号28頁より。そのご『会社法務部』
７５頁（NBLNo.2）に収録されている｡）
ある（商事法務研究会編『会社法務部－その任務と活動』７３頁商事法務研究会
（1976年))。
㈱の２なお，五島昇「"その時私は……，,東京ヒルトン事件－ヒルトンから
多くの教訓」日本経済新聞２月21日付朝刊（1982年)。
⑭大矢「完全なる会社法規部」１４頁以下参照。
鯛飯島澄雄『アメリカの法律家（上)』208頁以下東京布井出版（1975年)。大矢
息生「外資上陸作戦の参謀本部一会社法規部」マネジメント６月号134頁以下日
本能率協会（1969年)。同「現代企業をめざす－銀行の法律武装一ＢＯＡ法
規部から学ぶもの－」近代セールス４月号近代セールス社(1969年)。ＡＰ、マ
モン，田中融二他訳『ＧＭとともに』ダイヤモンド社（1967年)。チャールス.
Ｅ・ソレニセン，高橋達夫訳『フォードその栄光と悲劇』産業能率短期大学出版
部（1968)。ＥｒｗｉｎＯ,Smigel；ＴｈｅＷａＪＪＳ"“オLazUy〃－PrQ/bssjo"αノ
Ｏγgα"iz2ﾉﾉo〃Ｍｚ〃？｢ｂｙＴｈｅＦｒｅｅＰｒｅｓｓ（1964)。WilliamJCoughlm；
ＴﾙＢＴ"eJzleAPos舵s；byArthurPineAssociates（1984)。DavidHal‐
berstam;Ｔ"ｅＲｃｃｈｏ"j"g;ｂｙＡｖｏｎＢｏｏｋｓ（1986)。
鯛小中陽太郎「ドキュメント司法試験３『国際化・ビジネス化』と弁護士」法学
セミナー12月号123頁日本評論社（1987年)。なお，ＡＴ＆Ｔ社はそのご独禁法の
関係で分割され，組織も変更され，1984年１月１日に新ＡＴ＆Ｔとしてスタートし
ている。Ｄate；LawandBusinessInc.，ＢＷ。‘`、i‘〃”α舵Ｓｃ"“ｊｏｂγｃａｂ
〃′AT&T.,BusinessWeek;Dec，３(1984)。
G7）大矢「完全なる会社法規部」２７頁。
TunslalLW,Ｂ，DisconnectingParties-ManagingtheBellSystem
Breakup;ａｎｌｎｓｉｄｅＶｉｅｗ,ｂｙＭｃＧｒａｗ－Ｈｉｌｌ（1985)。
⑬注26参照。
3８
⑲大矢息生他『会社法務部の研究』（近刊)。なお同『社内弁護士の研究』７２頁。
第一法規出版（1982年)。
ＣＯ日本アイ・ビー・エム編『資料と情報ＩＢＭ1986』日本アイ・ビー・エム㈱
（1986年)。高石義一「アメリカＩＢＭの企業組織と法務部の役割」季刊経営と
法律46号14頁以下（1982年)。宮本倫好『日本ＩＢＭ企業文化戦略』ＴＢＳブリ
タニカ(1986年)｡RobertSobel;IBlM-Coルsswsi〃Ｔγα"sj-"o"；ｂｙＴｉｍｅｓ
ＢｏｏｋＣｏ.,(1981)。“Fhzsrα"‘Ｓ加”t',Ｔｉｍｅ；March28pp22-35（1988)。
‘`ＩＢＭ－ＢｉｇＣｈａｎｇｅｓａｔＢｉｇＢ１ｕｅ,,BusinessＷｅｅｋ；Feb，１５，ｐｐ３４－４１
（1988)。
(３Ｄ高石「前掲」１４頁。大矢息生『リーガルリスク管理と経営法学』４８頁以下学陽
書房（1986年)。
(鋤高石「前掲」１５頁。
㈱大矢『前掲』６頁以下。大矢「新・会社法規部拝見③拡大化するバンク・オブ
・ポストの法規部」経営と法律61号14頁以下（1987年)。日経ビジネス（記事）
「弁護士費用にネをあげる米企業」２月３日号77頁（1975年)。
“‘`Gγo”んｏＰｐ０γ〃"j'y；ＣＯγPwtz"o〃地gzzノゴCPα〃腕“ｔ”；BusinessＷｅｅｋ；
Sept，１ｐ700980)。
㈱宮野準治「新・会社法規部拝見④企業利潤追求の旗手としての法規部」季刊経
営と法律62号27頁以下（1987年)。以下，同氏の論稿に基づき同社の法規部を展
望する。
㈱1950年代後半，アメリカ政府が国内の２～３の医薬品メーカーによる抗生物質
の価格協定事件に端を発したヤミカルテル事件でファイザー社も被告の１社とし
て同事件にかかわりあいを持つことになった。同社の法規部は，ファイザー社が
決して価格協定をしていなかったことを，ねばり強く立証し勝訴を得ている（宮
野「前掲」２７頁)。この事件で同社法規部は同社の利益獲得のために大きく貢献
している。
㈱の２注35参照。
G7）長谷川『戦略訴訟』－『日米法テク事債』はしがきⅦ。東京布井出版（1986
年)。
㈱藤岡公夫『国際取引の法務戦略』１頁以下商事法務研究会（1986年)。北川俊
光『企業の国際化と法務』１１頁以下商事法務研究会（1987年)。伊藤迪子『アメリ
カ駐在員のための法律常識』有斐閣（1984年)。小林秀之『アメリカ訴訟法』引
文堂（1982年)。坪田潤二郎『国際交渉と契約技術』１５頁東洋経済新報社（1983
年)。中島茂『戦略法務入門』４頁以下中央経済社（1987年)。石田完爾『ア
メリカン゛ロイヤーの勝つ論理』153頁以下ビジネス・アスキー（1987年)。真鍋
会社法規部と戦略的機能(1)（大矢）３９
繁樹『総務革命』193頁以下サソマーク出版（1987年)。片山惨『日本アイ・ビ
ー・エムから何を学ぶか』182頁以下毎日新聞社（1987年)。大矢他『会社法務部
の研究』（近刊)。
`，北川俊光「対米輸出に伴う独占禁止法訴訟におけるわが国被告の全面勝利一
ＮＵＥ，ゼニス訴訟の終結」国際商事法務ＶＯＬ15,No9pp399-404・国際商事
法研究所（1987年)。松下満雄「日本家電７社に対する米ナショナル・ユニオン・
エレクトリヅク社の反ダンピングおよび反トラスト法による３倍損害賠償請求事
件」海外商事法務107号18頁以下国際商事法研究所（1971年)。松尾翼『日米ダ
ンピング訴訟の内幕』読売新聞社（1986年)。
㈹「日本経済新聞」（記事）“ザ・トラブル・米向けテレビ輸出16年訴訟，’におけ
る原田副社長（当時）の発言。大矢『前掲』第３章。
⑨松下満雄「米最高裁通商摩擦で公正判断」日本経済新聞５月28日付朝刊く経済
教室〉（1986年)。
⑫宮野「前掲」２７頁以下。
⑬詳しくは大矢『会社法規部の日米比較研究』（近刊)。
㈹の２注43参照。
㈹の３注43参照。
⑭三井物産文書部『文書部小史（その１）文書部門の組織変遷史』三井物産株式
会社（1983年)。この三井物産のケースは別格といえる。吉村隆「会社法務部一
２１世紀の会社法務若手法務マンはこう予測する」ＮＢＬ300号18頁以下(1984年)。
㈹商事法務研究会編『会社法務部一第４次実態調査の分析報告』（別冊ＮＢＬ
No.8）８５頁商事法務研究会（1982年)。
㈹“ActivitiesoftheLegalDivision'，;MitsuiTradeNewsVol１．２４，
Ｎo４，July/Aug,ｐｐ２－５(1987)。
仰トヨタ自動車編『創造限りなく－トヨタ自動車50年史（資料集)』１頁以下
トヨタ自動車株式会社（1987年)。商事法務研究会編『会社法務部一第４次実
態調査の分析報告』８２頁以下商事法務研究会（1982年)。
㈱トヨタ自動車の定款変更は，資本の自由化に対する企業防衛策の1つの方法と
して行われたものである。この定款変更に対し１株主である弁護士（原告）から
“取締役，監査役には日本国籍の者しか就任できないようにしたのは，外国人を
差別するもので，法の下の平等を保障した憲法14条に違反する'，として名古屋地
裁に提訴した。これに対し1971年,トヨタ自動車側を勝訴とする判決を下し，“乗
っ取り防止に大きな影響を与えるであろう，，と，マスコミは報道し産業界に注目
された（大矢息生『総務・秘書課の法律必携』６７頁以下学陽書房（1974年))。
㈱小島武司「成熟期を迎えた企業法務部の課題と展望」『会社法務部』（別冊ＮＢ
4０
ＬＮＯ１６）６頁以下商事法務研究会（1986年)。
剛高石義一「危機に堪えうる法務を」ジュリスト857号45頁有斐閣（1986年)。日
本監査役協会編『第４回海外調査団報告書一アメリカの企業経営環境と監査機
能』９３頁日本監査役協会（1986年)。大矢「法的危険の予測一法規部員は予言
者」ニルダー六月号高年齢者雇用開発協会（1988年)。同「わが国11大企業に染
られる会社法規部の機能」経営法学講義④季刊経営と法律68号（近刊)。
5]）日本経済新聞（記事）「戦ＩＨＩ；法務，企業体制固め」の中での北)'1俊光東芝国際
部法規担当部長のコメント，１０月27日付朝刊（1986年)。
